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(外局) 
公 害 等 調 整 委 員 会 
消 防 庁 

(所管法人)・・・(独)情報通信研究機構 
(所管法人)・・・(独)郵便貯金・簡易生命保険管理機構 
          日本郵政株式会社 

(特別の機関) 

(審議会等) 
地 方 財 政 審 議 会 ほ か 1 0 

(施設等機関) 
自 治 大 学 校 
情報通信政策研究所 
統 計 研 修 所 

(本省) 
大 臣 官 房 
行 政 管 理 局 
行 政 評 価 局 
自 治 行 政 局 
自 治 財 政 局 
自 治 税 務 局 
情報通信国際戦略局 
情 報 流 通 行 政 局 
総 合 通 信 基 盤 局 
統 計 局 
政 策 統 括 官 

(地方支分部局) 

総 合 通 信 局 
管 区 行 政 評 価 局 

(所管法人)・・・(独)統計センター 

(特別会計)・・・交付税及び譲与税配付金特別会計 
                 

中 央 選 挙 管 理 会 
自 治 紛 争 処 理 委 員 
政治資金適正化委員会事務局 

沖縄行政評価事務所 
沖縄総合通信事務所 

総務省の任務（総務省設置法第4条） 
  総務省は、行政の基本的な制度の管理及び運営を通じた行政の総合的かつ効率的な実施の確保、地方自

治の本旨の実現及び民主政治の基盤の確立、自立的な地域社会の形成、国と地方公共団体及び地方公共
団体相互間の連絡協調、情報の電磁的方式による適正かつ円滑な流通の確保及び増進、電波の公平かつ能
率的な利用の確保及び増進、郵政事業の適正かつ確実な実施の確保、公害に係る紛争の迅速かつ適正な解
決、鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は各種の産業との調整並びに消防を通じた国民の生命、身
体及び財産の保護を図り、並びに他の行政機関の所掌に属しない行政事務及び法律（法律に基づく命令を含
む。）で総務省に属させられた行政事務を遂行することを任務とする。  

～総務省の任務と組織の概要～ 

組織等 年度末定員 5,052 名 

(特別会計)・・・東日本大震災復興特別会計 ※ 

※東日本大震災復興特別会計については、執行部局が複数にまたがっているため、 
便宜的に大臣官房に置いている。 
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～政策評価と組織の関係～ 
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大臣官房 ●

　　　東日本大震災復興特別会計 ● ● ●

行政管理局 ● ●

行政評価局 ●

自治行政局 ● ● ●

自治財政局 ●

　　　交付税及び譲与税配付金特別会計 ●

自治税務局 ●

情報通信国際戦略局 ●

　　　（独）情報通信研究機構 ●

情報流通行政局 ● ●

　　　（独）郵便貯金・簡易生命保険管理機構 ●

　　　日本郵政株式会社 ●

総合通信基盤局 ●

統計局 ●

　　　（独）統計センター ●

政策統括官 ●

政治資金適正化委員会事務局 ●

電気通信紛争処理委員会事務局

自治大学校

情報通信政策研究所 ●

統計研修所 ●

管区行政評価局 ●

総合通信局 ●

公害等調整委員会 ●

消防庁 ●

政策評価上位レベル 
○総務省は、日本全国にわたる基本的な仕組みから、国民の経済・社会活動に関わる諸制度を担う、国家の根本を支え
ている省庁である。その所掌範囲は、国の基本的な行政改革・行政運営、地方行財政、選挙制度等、電子政府・電子自
治体、情報通信（ICT政策）、郵政行政、国民生活と安心・安全及び公害等調整委員会など多岐にわたり、平成23年3月11
日に発生した東日本大震災からの復興にあたっては、復旧復興に必要となる地方財源の確実な確保や、行政相談機能
の強化、被災した地方公共団体が抱える課題についてICTを活用して効率的・効果的に解決する取組や、消防防災インフ
ラの強化などを通じ、被災地の創造的復興に向けた施策を推進している。 



 

【政策１：適正な行政管理の実施】 
（概要） 
 行政組織や行政運営の見直し・改善を図るとともに、各省に共通する行政制度を管理することにより、行
政の総合的かつ効率的・効果的な実施を推進する。 
（目標） 
 機構・定員等の審査に関する取組及び電子政府の取組を進めることにより、行政運営の改善・効率化を
実現する。また、行政手続制度、行政不服審査制度及び国の行政機関等の情報公開・個人情報保護制度
を適正かつ円滑に運用することにより、行政の信頼性確保及び透明性の向上を図る。 
（成果事例） 
 「国の行政の業務改革に関する取組方針」（平成26年７月総務大臣決定）を策定し、各府省の様々な業
務改革を推進。その取組状況を平成27年１月に取りまとめ、公表。 
 平成27年４月からの新しい独立行政法人制度への円滑な移行を図るため、平成26年度内に独立行政法
人の目標・評価に関する指針の策定、会計基準の改訂、運用事項の見直し等を行った。 

 
【政策２：行政評価等による行政制度・運営の改善】 
（概要） 
 各府省の政策・業務の実施状況等の調査結果に基づき勧告等を行う行政評価局調査の実施により、行
政制度・運営の見直し・改善を推進するほか、各府省において政策評価が円滑かつ着実に実施されるよう
政策評価の推進や、国民から国の行政全般に関する苦情等を受け付け、関係行政機関に必要なあっせ
ん等を行う行政相談を実施。また、年金記録の訂正に関し、国民の立場に立って、公正な判断を示し、年
金制度に対する信頼を回復することを目的として、あっせん等を実施。 
（目標） 
 行政評価機能の更なる発揮を通じて行政運営全般を見直すことにより、国民に信頼される質の高い行政
の実現に努める。 
（成果事例） 
 国の債権管理等に関する行政評価・監視（平成26年５月～）、グローバル人材育成に資する海
外子女・帰国子女等教育に関する実態調査（平成26年８月～）、職業能力開発の効果的な実施に
関する行政評価・監視（平成26年８月～）、家畜伝染病対策に関する行政評価・監視（平成26年８
月～ ）、社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視－鉄道施設の保全対策等を中
心として－（平成26年８月～ ）、世界文化遺産の保存・管理に関する実態調査（平成26年12月
～ ）、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の運営に関する実態調査（平成26年12月～ ）、
地下街等地下空間利用施設の安全対策等に関する実態調査（平成26年12月～ ）、災害時に必
要な物資の備蓄に関する行政評価・監視（平成26年12月～ ）、一般廃棄物処理施設の整備・維
持管理に関する行政評価・監視（平成26年12月～ ）を実施。 
 
 

分野：行政改革・行政運営・・・151億円 

３ 

～各政策における事業概要～ 



 

【政策３：分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等】 
（概要） 
 地方分権型社会の確立を目指した地方自治制度の見直しや簡素で効率的・効果的な地方行政体制の整
備等を進めるとともに、地方分権の担い手を支える地方公務員制度の確立を図るため、定員・給与の適正
化や地方公共団体における人材の育成・確保を推進する。 
（目標） 
 地方行政体制を整備することにより、より住民意思を反映した行政運営を行う体制を整え、もって地域主
権型社会の確立を目指す。 
（成果事例） 
 平成26年６月に各都道府県及び各政令指定都市を対象として、改正地方自治法について説明会を実施。 
 
【政策４：地域振興（地域力創造）】 
（概要） 

 「地域の元気創造プラン」の推進、定住自立圏構想の推進、過疎対策の推進等、地域の元気で日本を幸
せにするための施策を展開する。 

（目標） 

 「地域の元気創造プラン」を通じて、産・学・金・官の連携のもと、民間資金を活用して地域経済イノベーシ
ョンサイクルを構築し、雇用の拡大を図るとともに、分散型エネルギーインフラや公共クラウドなどの地域の
拠点プロジェクトを推進する。また、過疎地域を含む条件不利地域において、民間活力を導入しながら生活
支援機能を確保し、集落単位の活性化を図る。 

（成果事例） 

 産業振興等に資する拠点等を構築することにより、圏域の活性化を図る事業を支援する機能連携広域経
営推進調査事業や、地方公共団体への情報提供、財政支援等を実施。 

 

【政策５：地方財源の確保と地方財政の健全化】 

（概要） 

 地方財政計画の策定等を通じ地方公共団体の安定的な財政運営に必要な地方財源を確保するとともに
地方公共団体財政健全化法の適切な運用等により地方公共団体及び地方公営企業等の財政健全化を推
進する。 
（目標） 
 地方公共団体の安定的な財政運営に必要となる地方財源を確保するとともに、地方財政の健全化を推
進する。 
（成果事例） 
 地方が安定的に財政運営を行うこととができるよう、地方交付税等の一般財源総額について、地方創生
のための財源等を上乗せして、平成26年度の水準を相当程度上回る額を確保。 

 

【政策６：分権型社会を担う地方税制度の構築】 
（概要） 
 分権型社会を推進する中で、地方がその役割を十分に果たすため、地方税を充実し、税源の偏在性が
少なく、税収が安定的な地方税体系を構築する。また、住民自治の確立に向けた地方税制度改革を行う。 
（目標） 
 分権型社会を推進するための税制を構築する。 
（成果事例） 
 最重要課題となっている地方創生を推進するため、ふるさと納税を拡充する制度改正に合わせたＰＲを
広く実施。 

分野：地方行財政・・・20兆6,319億円 
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【政策７：選挙制度等の適切な運用】 
（概要） 
 社会ニーズ等に対応した選挙制度に係る調査研究、選挙の管理執行体制の改善や選挙制度の周知等を
実施するとともに、政治資金収支報告書の公表等による政治資金の透明化を図る。 
（目標） 
 選挙制度、政治資金制度及び政党助成制度等を適切に運用し、民主政治の健全な発達に寄与する。 
（成果事例） 
 国民投票権年齢を18歳に引き下げる等を内容とする憲法改正国民投票法改正法の施行に伴い、周知啓
発等のためのチラシを作成し、全国の選管に配布・設置等を依頼するとともに、ＨＰも更新し、制度の趣旨・
概要を国民に周知。 

【政策８：電子政府・電子自治体の推進】 
（概要） 
 国民の利便性向上や行政の効率化等を図るため、オンラインによる行政サービスの提供、自治体クラウ
ドの推進等の取組を実施。 
（目標） 
 ＩＣＴを活用した電子行政を推進することにより、国民の利便性の向上と行政運営の合理化、効率化及び
透明性の向上を図る。 
（成果事例） 
 地方公共団体及び防災関係機関等において、通信衛星を利用することによって、防災情報及び行政情
報の伝達等を行うネットワークの安定的な運用を実施。 

分野：選挙制度等・・・564億円 

分野：電子政府・電子自治体・・・428億円 

分野：情報通信（ＩＣＴ政策）・・・1,419億円 

【政策９：情報通信技術の研究開発・標準化の推進】 
（概要） 
 我が国の国際競争力の強化や安全・安心な社会の実現に向けて、情報通信技術の研究開発及び標準化
を積極的に推進する。 
（目標） 
 国民がＩＣＴの真価を実感できるユビキタスネットワーク社会の実現に向けた情報通信技術の研究開発・標
準化を推進し、我が国の国際競争力の強化や安全・安心な社会の実現のために必要な技術を確立する。 
（成果事例） 
 大量の情報を高速かつ低消費電力で伝送できる通信機器や通信方式の研究開発を実施。 
 
【政策１０：情報通信技術高度利活用の推進】 
（概要） 
 社会・経済のＩＣＴ化の推進及び安心・安全な利用環境の整備等により、ＩＣＴによる生産性向上・国際競争
力の強化、ＩＣＴによる地域の活性化、誰もが安心してＩＣＴを利用できる環境の整備、先進的社会システムの
構築を図り、ＩＣＴの高度利活用を推進することで、ユビキタスネット社会を実現する。 
（目標） 
 社会・経済のＩＣＴ化の推進及び安心・安全な利用環境の整備等によるＩＣＴ利活用の促進により、ユビキタ
スネット社会を実現する。 
（成果事例） 
 ４Ｋの試験的放送を平成26年６月に124/128度ＣＳにおいて開始し、技術的要素について技術検証等を実
施。 
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分野：情報通信（ＩＣＴ政策） つづき 

【政策１１：放送分野における利用環境の整備】 
（概要） 
 放送の完全デジタル化やメディアの多様化を踏まえ、多様な国民視聴者のニーズに応えるための放送
政策に資する放送制度の在り方について検討・実施する。 
（目標） 
 放送の完全デジタル化やメディアの多様化を踏まえ、多様な国民視聴者のニーズに応えるための放送
制度の在り方について検討・実施し、国民生活の利便性等の向上を図る。また、国として必要な国際放送
の実施をＮＨＫへ要請し、我が国の対外情報発信力を強化することにより、日本のプレゼンス、国際世論
形成力を向上させる。 
（成果事例） 
 放送事業者の経営基盤強化を図るため、経営基盤強化計画の認定に係る制度の創設や認定放送持株
会社の認定要件の緩和を内容とした放送法及び電波法の一部を改正する法律の施行に伴う政省令の改
正を行った。 
 また、国際放送等を活用した我が国の対外発信力強化や放送サービスの高度化への取組等、放送に期
待される役割が多様化していることを踏まえ、国民視聴者のニーズに応えるため、日本放送協会による国
際放送の番組の国内提供やインターネット活用業務に係る規制緩和を内容とした放送法及び電波法の一
部を改正する法律の施行に伴う政省令の改正を行った。 
 
【政策１２：情報通信技術利用環境の整備】 
（概要） 
 超高速ブロードバンド利活用基盤の整備の推進や、電気通信事業における公正競争ルールの整備によ
り、一層の競争促進及び利用者利益を確保することでＩＣＴ利用者の利便性向上を促進する。また、迷惑メ
ール対策やインターネット上における児童ポルノ等の違法・有害情報対策飲む促進、情報通信ネットワー
クの安全・信頼性の向上等の推進により、安心・安全なインターネット環境の整備を図る。これらにより、情
報通信技術に係る利用環境整備を推進する。 
（目標） 
 ブロードバンド化、ＩＰ化の進展による市場環境の変化を踏まえ、電気通信市場において一層の競争の促
進を図り、ＩＣＴ利用者の利便性向上を実現するほか、情報通信ネットワークの安全・信頼性を向上させるこ
とにより、安心・安全なインターネット環境を実現する。 
（成果事例） 
 平成26年10月、「電気通信事業分野における競争状況の評価2013」を公表。 

 平成26年12月、「2020年代に向けた情報通信政策の在り方－世界最高レベル情報通信基盤の更なる普
及・発展に向けて－」情報通信審議会答申を踏まえ、光回線の卸売サービス等に関する制度整備、禁止
行為規制の緩和、携帯電話網の接続ルールの充実、電気通信事業の登録の更新制の導入、電気通信サ
ービスにおける消費者保護について、書面の交付・初期契約解除制度の導入、不実告知・勧誘継続行為
の禁止等、代理店に対する指導等の措置を内容とする電気通信事業法等の一部を改正する法律案を国
会へ提出（平成27年４月）、平成27年５月公布。 
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分野：情報通信（ＩＣＴ政策） つづき 

【政策１３：電波利用料財源電波監視等の実施】 
（概要） 

 電波利用共益事務は、電波法第103条の２第４項に規定されているが、その実施により、電波法全体の

目的である「電波の公平かつ能率的な利用を確保することによって公共の福祉を増進すること」に資するも
の。また、電波利用料の予算額については、３年毎の電波利用料の見直しの際、公開による研究会の開
催や、パブリックコメントの募集など、電波利用共益事務として適切なものについてオープンなプロセスを
経ているなど、効率性、有効性等について事前の検討を実施。 
（目標） 
 電波監視等無線局全体の受益を直接の目的として行う事務（電波利用共益事務）の確実な実施を推進
することにより、電波の適正な利用を確保する。 
（成果事例） 
 電波の公平かつ能率的な利用の確保や電波の安全性に関する国民のリテラシー向上を図るための説
明会を全国で実施。 
 また、無線ＬＡＮの安全な利用及び設置に関する国民のリテラシーを高めることにより、電波の有効利用
の促進を図るため、安全な無線ＬＡＮの利用及び設置に関する無線ＬＡＮ設置者等のシステム担当者等を
対象した説明会を実施。 
 
【政策１４：ＩＣＴ分野における国際戦略の推進】 
（概要） 
 政策の基本目標達成に向けて、二国間・多国間の政府間協議、国際機関への貢献により、ＩＣＴ分野にお
ける国際的な課題解決、連携強化を図る。また、多様な手段を用いた我が国ＩＣＴに関する情報発信等を
実施することにより、国際的な互恵関係の構築及び我が国ＩＣＴ企業の海外展開支援を図る。 
（目標） 
 二国間・多国間等の枠組みによる国際的な課題を解決するための協調及び貢献、ＩＣＴ分野における国
際競争力強化に向けた海外展開支援の推進を通じて、グローバルな高度情報通信ネットワーク社会の実
現へ貢献する。 
（成果事例） 
 日・ＡＳＥＡＮ情報通信大臣会合などの国際会議への参画及び日仏ＩＣＴ政策協議などの２国間での意見
交換を実施。 
 また、政府の経協インフラ戦略会議の方針を踏まえつつ、フィリピンにおいて防災ＩＣＴシステム等、相手
国におけるモデルシステムの構築・運営を実施することによりＩＣＴ分野における国際競争力強化に向けた
海外展開支援に貢献。 
 
 
 
 
 

７ 



 

【政策１５：郵政民営化の確実な推進】 
（概要） 
 郵政民営化法等の一部を改正する等の法律に基づき、民営化の成果を国民が実感できる新たな事業の
展開及び郵政三事業のユニバーサルサービスの確保を図るため、日本郵政グループ各社等に対する必
要な監督を行う。信書便事業については、民間事業者による信書の送達に関する法律に基づき、民間信
書便事業者に対する必要な監督を行うとともに、新規参入の促進及び信書便に関する利用者の認知度の
向上を図るため、周知・広報活動を推進する。さらに、国際郵便サービスにおける利用者利便の向上やサ
ービスの多様化のため、万国郵便連合（ＵＰＵ）等の議論に我が国政策を反映させていくために人的貢献
や財政的貢献を継続的に行う。特に、ＵＰＵ大会議、アジア＝太平洋郵便連合（ＡＰＰＵ）大回議（４年に１度
開催）においては、各種議案の審議に積極的に参画しつつ我が国提出の議案の採択に努めるほか、参加
各国と意見・情報交換を行うなどして、相互の理解を深める。また、多国間・二国間で政策協議を行うと共
に、新興国、途上国における郵便事業の近代化等に関する協力・支援を進める。 
（目標） 
 郵政民営化法等の一部を改正する等の法律に基づき、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の
決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的
かつあまねく全国において公平に利用できることを確保し、利用者利便を図ると共に、国際分野において
は、多国間・二国間協議・協調等を通じ、新たな制度環境整備への取組等、積極的な対応を推進すること
により、利用者利便の向上及びグローバルな郵便業務の向上を図る。 
（成果事例） 
 郵政民営化法等の一部を改正する等の法律に基づき、郵政民営化が多様で良質なサービスの提供を
通じ国民の利便の向上に資することから、日本郵便株式会社の増資の認可を行い、同社の経営基盤を強
化。 

 また、規制改革実施計画（平成25年６月閣議決定）及び情報通信審議会答申（平成26年３月中間答申・
12月第２次中間答申）を踏まえ、郵便・信書便市場の更なる活性化のための規制緩和を行う必要があるこ
とから郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一部を改正する法律案を国会に提出。 

 

 
 
 
 
 

分野：郵政行政・・・11億円 

８ 



 

【政策１６：一般戦災死没者追悼等の事業の推進】 
（概要） 
 一般戦災死没者に対して追悼の意を表す事務等を実施すること。 
（目標） 
 先の大戦における一般戦災死没者の追悼に資するため、一般戦災について次の世代に伝えていくととも
に、兵士、戦後強制抑留者及び引揚者の方々の労苦を継承すること等を推進する。 
（成果事例） 
 強制抑留の実態調査等に関する基本的な方針（平成23年８月閣議決定）等を踏まえ、旧独立行政法人
平和祈念事業特別基金から承継した兵士、戦後強制抑留者及び引揚者の方々の労苦に関する貴重な所
蔵資料を後の世代に確実に引き継いでいくこと及びこれにあわせて所蔵資料を展示し、当該労苦について
国民の理解を深める機会を提供。 
 戦災に関する展示会は、平成26年度をもって戦災遺族会のある戦災都市を一巡し、一定の成果を挙げ
ることとなるため当該年度をもって終了。 
 
【政策１７：恩給行政の推進】 
（概要） 
 恩給請求の適切・迅速な処理、恩給相談対応の充実等を通じ、高齢化した受給者等に対するサービス
の向上を図る。 
（目標） 
 高齢化が進んでいる恩給受給者、請求者に対して、より一層の行政サービスの向上を図る。 
（成果事例） 
 恩給相談電話については、あらかじめ相談内容別に電話を振り分けるシステムを導入することにより効
率的に回答。恩給受給者は減少傾向にあるが、それに合わせて恩給相談体制も合理化。 
 
【政策１８：公的統計の体系的な整備・提供】 
（概要） 
○平成21年4月に全面施行された統計法（平成19年法律第53号）の適切な運用及び平成21年3月に閣議
決定された「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「基本計画」という。）に掲げられた施策を着実
に推進・実現することで、公的統計を体系的かつ効率的に整備し、統計調査の量的・質的内容の向上を図
る。 
○統計制度の企画・立案、基準の設定及び調整並びに社会経済情勢を把握するための基本的かつ重要
な統計の作成を行う。 
○統計ユーザーの利便向上に対応する統計情報の的確な提供を実施する。 
（目標） 
 国民・企業等の様々な意思決定のための「社会の情報基盤」として、必要不可欠な公的統計を体系的か
つ効率的に整備した上で、統計需要や調査環境の変化に対応した統計調査を着実に実施し、統計情報を
的確に提供することで、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与する。 
（成果事例） 
 平成26年３月に閣議決定された「公的統計の整備に関する基本的な計画」の諸施策の実現に向け、新た
な検討・推進体制（会議）を設置。オーダーメイド集計の要件緩和、オンライン集計に係る指針の策定など、
関連事項の実績踏まえ検討。 
 
 
 
 
 
 
 
 

分野：国民生活と安心・安全・・・1,374億円 

９ 



 

【政策１９：消防防災体制の充実強化】 
（概要） 
 我が国においては全国どこでも大規模地震が発生する可能があるとともに、実際に地震や風水害等の
自然災害が頻発している。また、国際情勢・社会経済情勢の変化等により、テロや危険物事故等の大規模
事故の危険性が高まっている。こうした中、国民の生命、身体及び財産を災害から守るため、消防防災・
危機管理体制の強化を図るとともに、消防防災・危機管理に対する国民の認識と理解を向上させるための
総合的な政策を実施する。 
（目標） 
 社会経済情勢の変化とこれに伴う地域社会の変化による災害の態様の複雑多様化など、消防防災行政
を取り巻く状況は大きく変化しており、迅速な対応が求められている。このような状況の中、総合的な消防
防災行政を積極的に推進し、国民の安心と安全を向上させる。 
（成果事例） 
 緊急消防援助隊については、平成26年３月に改正された「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に
係る基本的事項に関する計画」を踏まえて機能強化を図っているが、平成26年度には、計３回の派遣を行
い、登録部隊数の増加に加え、災害の性質に応じた車両・資機材の活用や、自衛隊や警察等関係機関と
の連携を行ったことにより、被災地へ迅速かつ効果的に部隊を投入することができた。 

 
 
 

分野：国民生活と安心・安全 つづき 

分野：公害等調整委員会の任務の遂行・・・5億円 

（概要）・・・５億円 
 公害等調整委員会は、昭和47年7月1日、土地調整委員会（昭和26年1月31日設置）と中央公害審査委員
会（昭和45年11月1日設置）とを統合して設置された国家行政組織法第3条に基づく行政委員会である。当
委員会は、（１）公害紛争について、あっせん、調停、仲裁及び裁定を行い、その迅速かつ適正な解決を図
ること（公害紛争処理制度）（２）鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益等の調整を図ること（土地利用調
整制度）を主たる任務としている。 

（目標） 
 公正かつ中立な立場から公害紛争事件の迅速かつ適正な処理を図り、国民の安心・安全に資するため、
公害紛争処理制度の利用の促進、鉱区禁止地域指定請求事件を適正に処理する。また、鉱業等に係る行
政処分対する不服の裁定事件を適正に処理し、土地収用法に基づく申出等を適正に行う。 
（成果事例） 
 公害紛争の迅速・適正な解決のため、申請人の主張する加害行為と被害との因果関係の存否の判断に
資する調査や、東京から離れた所に存在する当事者の負担軽減を図るための被害発生地等での審問期
日等の開催、公害紛争処理制度の利用促進のための広報活動等を実施。 
 鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は農業、林業その他の産業との調整を図る上で必要な調査
や、土地収用法に基づく意見の申出等を適正に行う上で必要となる手続きを実施。 
 
 
 
 
 

10 



～政策別コストの前年度比較～ 

＜平成25年度＞ ＜平成26年度＞ 

222,621億円 

 △11,590億円 

11 

政策別コスト情報とは 

 政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成21年度より各省庁において

作成・公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態

別に表示されている費用を、各省庁の政策評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として

作成しています。 

 さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく、政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務事業を行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却

費についても基となる資産があることから、政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表

示しています。政策別のストックの情報についてはP15を参照してください。  

211,031億円 



政策別コストの経費別内訳概要 

12 

(単位：億円) 
【26年度政策別コスト情報 経費別内訳】 

【26年度政策別コスト情報 会計別内訳】 

(単位：億円) 

人件費等 補助金等 委託費等
地方交付
税交付金

等
庁費等 減価償却費 支払利息 その他

行政改革・行政運営 151 116 - 0 - 18 10 - 6

地方行財政 206,319 28 998 2 204,875 15 9 391 1

選挙制度等 564 4 - 527 - 31 1 - 0

電子政府・電子自治体 428 3 251 47 - 123 4 - 0

情報通信（ＩＣＴ政策） 1,419 157 473 193 - 216 90 - 291

郵政行政 11 5 - 3 - 2 1 - 0

国民生活と安心・安全 1,374 85 140 204 - 90 103 - 752

公害等調整委員会の任務の遂行 5 4 - - - 0 0 - 0

官房経費等 761 61 - 347 - 13 21 - 318

コスト計 211,031 463 1,861 1,323 204,875 510 239 391 1,369

合計区分

経費

特別会計 特別会計

交付税及び譲与税
配付金特別会計

交付税及び譲与税
配付金勘定

東日本大震災復興
特別会計

行政改革・行政運営 151 - - - 151

地方行財政 168,574 205,266 4,116 ▲ 171,637 206,319

選挙制度等 564 - - - 564

電子政府・電子自治体 428 - - - 428

情報通信（ＩＣＴ政策） 1,393 - 26 - 1,419

郵政行政 11 - - - 11

国民生活と安心・安全 1,341 - 33 - 1,374

公害等調整委員会の任務の遂行 5 - - - 5

官房経費等 758 2 1 - 761

コスト計 173,224 205,268 4,176 ▲ 171,637 211,031

一般会計 相殺消去 政策別計区　　　分
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～政策別コストの経費別 前年度比較～ 

（単位：億円） 

＜地方行財政政策の地方交付税交付金等が減少＞ 
・地方行財政政策においては、地方交付税交付金等の2,077億円の増加、並びに補助金等の 
 約1兆2,942億円の減少により、全体として約1兆,979億円増加しています。 
・その他の政策においては、主な増減はありません。 
 

※100億円未満については内訳金額省略 

政策別コスト（25’→26’） （単位:億円）

区　　　分 25年度末 26年度末 対前年度（増▲減） 主な増▲減要因

行政改革・行政運営 151 151 0

地方行財政 217,297 206,319 ▲ 10,979 補助金等の減

選挙制度等 486 564 78

電子政府・電子自治体 98 428 329 補助金等の増

情報通信（ＩＣＴ政策） 2,021 1,419 ▲ 602 補助金等の減

郵政行政 9 11 2

国民生活と安心・安全 1,772 1,374 ▲ 398 補助金等の減

公害等調整委員会の任務の遂行 4 5 0

官房経費等 782 761 ▲ 21

コスト計 222,621 211,031 ▲ 11,590



～政策別コストの推移～ 
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（単位：億円） 
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～政策別のストック情報の前年度比較～ 

（単位：億円） 

➢平成26度末における、政策に関連する主な資産等 
・地方行財政政策（負債）においては、借入金償還計画により約2,000億円借入金を償還したこと等に 
  より、全体として約2,009億円減少となっています。 
・その他の政策においては、主な増減はありません。 

ストックの前年度比較
（単位:億円）

区　　　分 25年度 26年度 対前年度（増▲減） 主な増▲減要因

行政改革・行政運営 322 243 ▲ 79

地方行財政 201 208 7

地方行財政（負債） △ 333,231 △ 331,222 2,009 借入金の減

選挙制度等 28 28 1

電子政府・電子自治体 30 34 3

情報通信（ＩＣＴ政策） 702 764 61

郵政行政 32 33 1

国民生活と安心・安全 833 888 55

公害等調整委員会の任務の遂行 － － －

官房経費等 251 260 10



  省庁別財務書類とは 
 省庁別財務書類は、総務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのス

トックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考と

して、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。 

 省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを

連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。 

16 ※ 文中における計数は、原則として「単位未満四捨五入」としています。 

(単位：十億円)

前年度 26年度 前年度 26年度

(平成26年3月31日) (平成27年3月31日) (平成26年3月31日) (平成27年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金･預金 2,312 2,047 未払金 103 90

未収金 1 4 賞与引当金 3 3

貸倒引当金 ▲0 ▲ 1 借入金 33,317 33,117

有形固定資産 232 232 退職給付引当金 79 71

無形固定資産 8 9 恩給引当金 2,206 1,863

出資金 4,987 5,689 その他の債務等 12 5

その他の資産 2 2

負債合計 35,720 35,149

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 ▲ 28,178 ▲ 27,167

資産合計 7,542 7,982
負債及び資産・
負債差額合計

7,542 7,982

貸借対照表（平成26年度末）

(単位：十億円)

前年度 26年度

(自　平成25年4月 1日) (自　平成26年4月 1日)

(至　平成26年3月31日) (至　平成27年3月31日)

人件費等 48 46

補助金等 1,527 186

委託費等 135 132

地方交付税交付金等 20,280 20,487

庁費等 35 51

減価償却費 21 24

支払利息 51 39

その他 165 137

費用合計 22,262 21,103

業務費用計算書（平成26年度）



～貸借対照表のポイント～ 
（資産） 
○ 現金・預金については、２兆４６８億円と金額も大きく資産総額の約２６％を占め

ていますが、これは、すべて交付税及び譲与税配付金特別会計交付税及び譲与税配付
金勘定における残高であり、日本銀行預金としています。 

 
 
○ 出資金については、５兆６，８８７億円と資産総額の約７１％を占めますが、これ

は、情報通信研究機構及び郵便貯金・簡易生命保険管理機構の独立行政法人に対する
出資金、並びに日本郵政株式会社の特殊会社に対する出資金です。 

 
（負債） 
○ 借入金については、３３兆１，１７３億円と負債総額の約９４％を占めています。

これは、地方交付税交付金を支弁するために必要な額を借り入れたものです。 
 
○ 恩給引当金は、恩給給付費にかかる、将来の支払いに備えるために給付見積額を引

当てしているものです。 
 
（その他） 
○ 資産合計は、現金・預金による対前年度２，６５２億円減少、出資金の評価差額に

よる対前年度７，０１６億円増加等の影響を受けて、対前年度４，４０２億円の増加
となっています。 

 
〇 負債合計は、借入金が対前年度比▲２，０００億円、恩給引当金が対前年度比▲３，

４２８億円等により、対前年度 ５，７０９億円の減少となっています。 

～省庁別財務書類(総務省)の概要～ 

○ 総務省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（交付税及び譲与税配
付金特別会計交付税及び譲与税配付金勘定）の合算（会計間取引については、相殺消
去）して作成しています。 

  また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、
省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している
「資産・負債差額計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにし
ている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。 

   
  詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を

ご参照ください。 
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～業務費用計算書のポイント～ 
 
○ 業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形

態別に表示している計算書です。 
 
（費用） 
○ 総務省においては、地方交付税交付金、地方特例交付金、地方譲与税譲与金など地

方行財政の安定化の交付金等について、２０兆４，８７５億円と費用合計額の約９
７％を占めています。 

 
○ 地域活性化交付金等の地方公共団体等に対する補助金等が１，８６１億円と業務費

用合計の約１％を占めています。 
 
（その他） 
○ 費用の主な増減として、地方交付税交付金等が対前年度２，０７７億円増加、補助

金等が対前年度１兆３，４０６億円減少で、対前年度１兆１，５９０億円の減少と
なっています。 
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資 産（7兆9,822億円） 
ストックの状況 （貸借対照表） 
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（十億円） 

主な増減要因等について（対前年度末比 4,402億円） 

➢ 現金・預金（2兆468億円：対前年度末比▲ 2,652億円） 
・一般会計からの受入等の収入よりも、地方交付税交付金等の支出が多かったことによるものです。 

➢ 有形固定資産（2,318億円：対前年度末比▲ 6億円） 
・主に減価償却費の計上によるものです。 

➢ 出資金（5兆6,887億円：対前年度末比 7,016億円） 

・日本郵政（株）に対する評価差額の計上によるものです。  

 

 【現金・預金】 
 日本銀行預金 
 

 【有形固定資産】 
 国有財産（国の庁舎など）、物品（車両、事務機器、
美術品など） 

 【出資金】 
 情報通信研究機構などの独立行政法人、日本郵政
株式会社などの特殊会社への出資金 

合計： 7兆9,822億円 合計： 7兆5,420億円 



負 債（35兆1,495億円） 
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 【借入金】 
 財政融資資金,民間金融機関からの借入金 

 【恩給引当金】 
 将来の恩給費給付に備える引当金 

  合計：35兆7,204億円   合計：35兆1,495億円 
 

（十億円） 

主な増減要因等について（対前年度末比▲ 5,709億円） 

➢借入金（33兆1,173億円：対前年度末比▲ 2,000億円） 

・財政融資資金からの借り入れが減少したこと等によるものです。                           

➢恩給引当金（1兆8,628億円：対前年度末比▲ 3,428億円） 

・恩給費の給付により減少しています。 

 



費 用 （21兆1,031億円）（業務費用計算書より） 
フローの状況 
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主な増減要因等について（対前年度比▲ 1兆1,590億円） 

➢補助金等（1,861億円：対前年度比 ▲ 1兆3,406億円） 

 ・地域経済活性化・雇用創出臨時交付金等の減少により、1兆3,406億円の減少となっています.  

➢地方交付税交付金等（20兆4,875億円：対前年度比 2,077億円） 

 ・地方特例交付金が63億円の減少、地方交付税交付金が1,640億円の減少となったものの、地方譲与税譲与

金が3,780億円の増加となったことにより、合計では2,077億円の増加となっています。 

 

 

 【補助金等】 
・地域活性化・効果実感臨時交付金 853億円 
・無線システム普及支援事業費等補助金 365億円 
・社会保障・税番号制度システム整備費補助金 251億円 
・緊急消防援助隊設備整備費補助金 72億円 
ほか 

 【地方交付税交付金等】 
・地方交付税交付金 17兆4,314億円 
・地方特例交付金 1,192億円 
・地方譲与税譲与金 2兆9,369億円 
 

合計：21兆1,031億円 合計：22兆2,621億円 
（十億円） 

（※）なお、交付税等の内容につきましては以下を参照してください。 
・特別会計ガイドブック（財務省HP） 
http://www.mof.go.jp/budget/topics/special_account/fy2014/tokk
ai2612_06.pdf 
・地方交付税制度の概要（総務省HP） 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/ 
c-zaisei/kouhu.html 
・平成26年度交付税及び譲与税配付金特別会計に 
関する情報開示（総務省HP） 
http://www.soumu.go.jp/menu_yosan/ 
tokubetsu_h260610.html 
 



（参考）連結財務書類について 

 連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別
の連結財務書類を参考情報として作成しています。 
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(単位：十億円)

前年度 26年度

(自　平成25年4月 1日) (自　平成26年4月 1日)

(至　平成26年3月31日) (至　平成27年3月31日)

人件費 2,296 2,139

保険金等支払金 10,173 9,066

補助金等 1,477 186

委託費等 149 153

地方交付税交付金等 20,280 20,487

庁費等 34 50

減価償却費 209 224

支払利息 418 399

その他 1,995 2,043

費用合計 37,031 34,747

連結業務費用計算書（平成26年度）

(単位：十億円)

前年度 26年度 前年度 26年度

(平成26年3月31日) (平成27年3月31日) (平成26年3月31日) (平成27年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金･預金 22,992 36,461 未払金等 3,070 4,268

有価証券 240,660 230,142 保管金等 347 367

未収金等 910 992 借入金 33,317 33,117

貸付金 16,171 15,168 郵便貯金 175,294 175,700

貸倒引当金 ▲ 5 ▲ 5 責任準備金 77,745 75,113

有形固定資産 2,963 3,072 契約者配当準備金 2,223 2,075

無形固定資産 285 319 退職給付引当金 2,967 2,332

出資金 0 0 恩給引当金 2,206 1,863

その他の資産 10,367 11,546 その他の債務等 16,804 20,269

負債合計 313,973 315,103

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 ▲ 19,630 ▲ 17,407

資産合計 294,343 297,696
負債及び資産・
負債差額合計

294,343 297,696

連結貸借対照表（平成26年度末）



資 産（297兆6,961億円） 
連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表） 
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（十億円） 

主な増減要因等について（対前年度末比 3兆3,534億円） 

➢現金・預金（36兆4,611億円：対前年度末比 13兆4,689億円） 
・日本郵政（株）の 13兆7,295億円の増加等によるものです。 

➢有価証券（230兆1,422億円：対前年度末比▲10兆5,176億円） 
・主として日本郵政（株）の保有する有価証券の減少によるものです。 

➢ 貸付金（15兆1,683億円：対前年度末比▲1兆22億円） 
・主として日本郵政（株）に計上されている貸付金の減少によるものです。  

➢ 有形固定資産（3兆717億円：対前年度末比 1,089億円） 
・日本郵政（株）の1,243億円の増加等によるものです。  

 

 

 【有価証券】 
 日本郵政（株）、（独）情報通信研究機構、（独）郵便貯金・
簡易生命保険管理機構など  

 【貸付金】 
 日本郵政（株）など  

合計：297兆6,961億円 合計：294兆3,427億円 

 【現金・預金】 
 主に総務省における日本銀行預金の残高及び連結対象法
人における現金・預金の残高を計上 



負 債（315兆1,035億円） 
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 【借入金】 
 財政融資資金、民間金融機関からの借入金 
 
 

 【郵便貯金】 
・日本郵政（株） 175兆7,012億円 
・（独）郵便貯金・簡易生命保険管理機構 22兆725億円 
・相殺消去 ▲22兆742億円 
 

 【責任準備金】 
 日本郵政（株） 

合計：313兆9,730億円 合計：315兆1,035億円 
（十億円） 

 【恩給引当金】 
 将来の恩給費給付に備える引当金 

 【退職給付引当金】 
 退職手当、整理資源及び国家公務員災害補償
年金にかかる引当金  

主な増減要因等について（対前年度末比 1兆1,304億円） 

➢借入金（33兆1,173億円：対前年度末比▲ 2,000億円） 

・財政融資資金からの借り入れが減少したこと等によるものです。  

➢郵便貯金（175兆6,996億円：対前年度末比 4,057億円） 

・日本郵政（株）の郵便貯金の増加によるものです。 

➢責任準備金（75兆1,126億円：対前年度末比▲ 2兆6,329億円） 

・日本郵政（株）の責任準備金の減少によるものです。 



費 用 （34兆7,475億円）（業務費用計算書より） 
連結財務書類 フローの状況 
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主な増減要因等について（対前年度比▲ 2兆2,840億円） 

➢保険金等支払金（9兆657億円：対前年度比▲ 1兆1,072億円） 

・日本郵政（株）の保険の支払いの減少によるものです。 

➢補助金等（1,861億円：対前年度比▲ 1兆2,907億円） 

・地域経済活性化・雇用創出臨時交付金の減少等により1兆2,907億円の減少となっています。 

➢地方交付税交付金等（20兆4,875億円：対前年度比 2,077億円）  
・地方特例交付金が63億円の減少、地方交付税交付金が1,640億円の減少となったものの、地方譲与税譲
与金が3,780億円の増加となったことにより、合計では2,077億円の増加となっています。 

 

 

 

 【人件費】 
 職員の給与や退職給付引当金の繰入額など 

 【保険金等支払】 
 日本郵政（株）の保険の支払 

 【地方交付税交付金等】 
・地方交付税交付金 17兆4,314億円 
・地方特例交付金 1,192億円 
・地方譲与税譲与金 2兆9,369億円 
 
 

合計：34兆7,475億円 合計：37兆0,315億円 
（十億円） 

（※）なお、交付税等の内容につきましては以下を参照してください。 
・特別会計ガイドブック（財務省HP） 
http://www.mof.go.jp/budget/topics/special_account/fy2014/tokk
ai2612_06.pdf 
・地方交付税制度の概要（総務省HP） 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/ 
c-zaisei/kouhu.html 
・平成26年度交付税及び譲与税配付金特別会計に 
関する情報開示（総務省HP） 
http://www.soumu.go.jp/menu_yosan/ 
tokubetsu_h260610.html 
 



※平成26年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。 

 

   〇独立行政法人 ３法人 

      （独）情報通信研究機構 

      （独）統計センタ－ 

      （独）郵便貯金・簡易生命保険管理機構 

          

   〇特殊会社 １法人 

       日本郵政株式会社 

       

       合計 ４法人 

 
 
【留意事項】 
・単位未満四捨五入のため、合計額が一致しないことがあります。 
・単位未満の計数がある場合には、「0」で表示し、該当計数が皆無の場合は「‐」で表示しています。 

 

連結対象法人の範囲と会計処理について 
 

  連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象とし
ています。 

  なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監
督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財政支
出の有無によって業務関連性を判断することとしています。 

  また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考え
られますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人など
の既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際し
て必要な修正を行った上で連結することとしています。 
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